
（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
（単位：千円）

勘定 項 事項 比較増△減額

1,059,720,825 1,064,853,097 5,132,272

<201,611> の内数 <160,815> の内数 <△40,796>
20,063,853 25,605,660 5,541,807

<201,611> の内数 <160,815> の内数 <△40,796>
労災勘定 労働安全衛生対策費 労働安全衛生対策に必要な経費 20,063,853 25,605,660 5,541,807

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<106,986> の内数 <106,820> の内数 <△166>

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<94,625> の内数 <53,995> の内数 <△40,630>

952,752,054 950,528,999 △2,223,055

<201,611> の内数 <160,815> の内数 <△40,796>

労災勘定 保険給付費 保険給付に必要な経費 765,343,744 764,905,942 △437,802

労災勘定 業務取扱費 保険給付業務に必要な経費 20,636,272 25,270,253 4,633,981
労災勘定 職務上年金給付費年金特

別会計へ繰入
職務上年金給付費の財源の年金特別会計
厚生年金勘定へ繰入れに必要な経費

8,023,893 7,675,642 △348,251

労災勘定 職務上年金給付費等交付
金

職務上年金給付費等交付金に必要な経費 5,521,344 5,407,501 △113,843

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<106,986> の内数 <106,820> の内数 <△166>

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<94,625> の内数 <53,995> の内数 <△40,630>

労災勘定 社会復帰促進等事業費 被災労働者等の社会復帰促進・援護等に必
要な経費

139,951,365 134,620,720 △5,330,645

労災勘定 独立行政法人労働者健康
安全機構運営費

独立行政法人労働者健康安全機構運営費
交付金に必要な経費

9,726,443 9,646,667 △79,776

労災勘定 独立行政法人労働者健康
安全機構施設整備費

独立行政法人労働者健康安全機構施設整
備に必要な経費

3,548,993 3,002,274 △546,719

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<106,986> の内数 <106,820> の内数 <△166>

労災勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<94,625> の内数 <53,995> の内数 <△40,630>

404,434 403,999 △435

雇用勘定 労使関係安定形成促進費 安定した労使関係の形成促進に必要な経費 404,434 403,999 △435

86,500,484 88,314,439 1,813,955

労災勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入
れに必要な経費

39,807,832 40,076,515 268,683

雇用勘定 保険料返還金等徴収勘定
へ繰入

保険料返還金等の財源の徴収勘定へ繰入
れに必要な経費

23,537,288 23,967,591 430,303

徴収勘定 業務取扱費 労働保険適用徴収業務に必要な経費 19,302,275 20,294,769 992,494
徴収勘定 業務取扱費 石綿健康被害救済事業に必要な経費 3,853,089 3,975,564 122,475

（所管）厚生労働省　　　　（会計）労働保険特別会計

政策体系

１　労使関係が将来にわたり安定的に推移するよう集団的労使関係
のルールの確立及び普及等を図るとともに、集団的労使紛争の迅速
かつ適切な解決を図ること

　３　働く人が安心して安全で快適に働くことができる環境を整備すること

（２）　労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること

１　労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりを推進すること

（３）　労働災害に被災した労働者等に対し必要な保険給付を行うととも
に、その社会復帰の促進等を図ること

１　被災労働者等の迅速かつ公正な保護を図るため、必要な保険給
付を行うこと

２　被災労働者等の社会復帰促進・援護等を図ること

（５）　労働保険適用徴収業務の適正かつ円滑な実施を図ること

１　労働保険適用促進及び労働保険料等の適正徴収を図ること

（４）　安定した労使関係等の形成を促進すること

29年度予算額 30年度予算額



勘定 項 事項 比較増△減額政策体系 29年度予算額 30年度予算額

14,145,992 18,334,282 4,188,290

<217,416,767> の内数 <237,080,467> の内数 <19,663,700>

<16,751,221> の内数 <29,871,114> の内数 <13,119,893>

雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必
要な経費

<14,680,236> の内数 <27,842,555> の内数 <13,162,319>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

<217,416,767> の内数 <237,080,467> の内数 <19,663,700>
雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進

費
高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 <200,665,546> の内数 <207,209,353> の内数 <6,543,807>

雇用勘定 男女均等雇用対策費 男女労働者の均等な雇用環境等の整備に必
要な経費

<14,680,236> の内数 <27,842,555> の内数 <13,162,319>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

11,337,191 15,377,441 4,040,250

<2,070,985> の内数 <2,028,559> の内数 <△42,426>
労災勘定 仕事生活調和推進費 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 2,932,802 6,412,073 3,479,271

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

労災勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 2,054,849 2,181,257 126,408

雇用勘定 中小企業退職金共済等事
業費

中小企業退職金共済等事業に必要な経費 6,317,629 6,752,665 435,036

雇用勘定 独立行政法人勤労者退職
金共済機構運営費

独立行政法人勤労者退職金共済機構運営
費交付金に必要な経費

31,911 31,446 △465

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

2,808,801 2,956,841 148,040

<2,070,985> の内数 <2,028,559> の内数 <△42,426>
労災勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 1,404,409 1,478,429 74,020
雇用勘定 個別労働紛争対策費 個別労働紛争対策に必要な経費 1,404,392 1,478,412 74,020
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

　４　非正規労働者の処遇改善、女性の活躍推進や均等待遇、ワーク・ライ
フ・バランスの実現等働き方改革を推進すること

（２）　非正規雇用労働者（有期契約労働者・短時間労働者・派遣労働者）
の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること

１　長時間労働の抑制、年次有給休暇取得促進等により、ワーク・ラ
イフ・バランスの観点から多様で柔軟な働き方を実現すること

（３）　働き方改革により多様で柔軟な働き方を実現するとともに、勤労者
生活の充実を図ること

（４）　個別労働紛争の解決の促進を図ること

１　個別労働紛争の解決の促進を図ること

（１）　男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、仕
事と家庭の両立支援等を推進すること

１　男女労働者の均等な機会と待遇の確保対策、女性の活躍推進、
仕事と家庭の両立支援等を推進すること

２　豊かで安定した勤労者生活の実現を図ること

１　非正規雇用労働者（有期契約労働者・短時間労働者・派遣労働
者）の雇用の安定及び人材の育成・待遇の改善を図ること



勘定 項 事項 比較増△減額政策体系 29年度予算額 30年度予算額

1,932,746,317 1,976,463,911 43,717,594

<71,835,611> の内数 <74,746,873> の内数 <2,911,262>

60,543,932 67,175,945 6,632,013

<2,070,985> の内数 <2,028,559> の内数 <△42,426>
雇用勘定 職業紹介事業等実施費 職業紹介事業等の実施に必要な経費 60,543,932 67,175,945 6,632,013
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

101,435,196 116,385,467 14,950,271

<71,835,611> の内数 <74,746,873> の内数 <2,911,262>
雇用勘定 地域雇用機会創出等対策

費
地域及び中小企業等における雇用機会の創
出等に必要な経費

101,435,196 116,385,467 14,950,271

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構運営費交付金に必要な経費

<67,360,120> の内数 <69,703,298> の内数 <2,343,178>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構施設整備に必要な経費

<2,404,506> の内数 <3,015,016> の内数 <610,510>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

<272,501,157> の内数 <281,956,226> の内数 <9,455,069>
雇用勘定 高齢者等雇用安定・促進

費
高齢者等の雇用の安定・促進に必要な経費 <200,665,546> の内数 <207,209,353> の内数 <6,543,807>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構運営費交付金に必要な経費

<67,360,120> の内数 <69,703,298> の内数 <2,343,178>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構施設整備に必要な経費

<2,404,506> の内数 <3,015,016> の内数 <610,510>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

1,750,336,490 1,775,100,479 24,763,989

<2,070,985> の内数 <2,028,559> の内数 <△42,426>
雇用勘定 失業等給付費 育児休業給付に必要な経費 534,763,359 580,028,354 45,264,995
雇用勘定 失業等給付費 失業等給付に必要な経費 1,181,273,389 1,155,426,871 △25,846,518
雇用勘定 業務取扱費 失業等給付業務に必要な経費 34,299,742 39,645,254 5,345,512
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

20,430,699 17,802,020 △2,628,679

<69,431,105> の内数 <71,731,857> の内数 <2,300,752>
雇用勘定 就職支援法事業費 就職支援法事業に必要な経費 20,430,699 17,802,020 △2,628,679

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構運営費交付金に必要な経費

<67,360,120> の内数 <69,703,298> の内数 <2,343,178>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

１　公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者
派遣事業等の適正な運営を確保すること

（３）　労働者等の特性に応じた雇用の安定・促進を図ること

１　高齢者・障害者・若年者等の雇用の安定・促進を図ること

　５　意欲のあるすべての人が働くことができるよう、労働市場において労働
者の職業の安定を図ること

（４）　失業給付等の支給により、求職活動中の生活の保障及び再就職の
促進等を行うこと

（２）　雇用機会を創出するとともに雇用の安定を図ること

１　地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及び雇用の安
定を図ること

１　求職者支援訓練の実施や職業訓練受講給付金の支給等を通じ、
雇用保険を受給できない求職者の就職を支援すること

（１）　労働力需給のミスマッチの解消を図るために需給調整機能を強化
すること

（５）　求職者支援制度の活用により、雇用保険を受給できない求職者の
就職を支援すること

１　雇用保険制度の安定的かつ適正な運営及び求職活動を容易にす
るための保障等を図ること



勘定 項 事項 比較増△減額政策体系 29年度予算額 30年度予算額

70,366,097 98,098,199 27,732,102

<71,835,611> の内数 <74,746,873> の内数 <2,911,262>

60,055,378 88,873,682 28,818,304
<71,835,611> の内数 <74,746,873> の内数 <2,911,262>

雇用勘定 職業能力開発強化費 職業能力開発の強化に必要な経費 60,055,378 88,873,682 28,818,304
雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・

求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構運営費交付金に必要な経費

<67,360,120> の内数 <69,703,298> の内数 <2,343,178>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構施設整備に必要な経費

<2,404,506> の内数 <3,015,016> の内数 <610,510>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

5,922,638 4,499,384 △1,423,254

<71,835,611> の内数 <74,746,873> の内数 <2,911,262>
２　若年者等に対して段階に応じた職業キャリア支援を講ずること 雇用勘定 若年者等職業能力開発支

援費
若年者等に対する職業能力開発の支援に必
要な経費

4,122,967 2,778,676 △1,344,291

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構運営
費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構運営費交付金に必要な経費

<67,360,120> の内数 <69,703,298> の内数 <2,343,178>

雇用勘定 独立行政法人高齢・障害・
求職者雇用支援機構施設
整備費

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構施設整備に必要な経費

<2,404,506> の内数 <3,015,016> の内数 <610,510>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

雇用勘定 障害者職業能力開発支援
費

障害者に対する職業能力開発の支援に必要
な経費

1,799,671 1,720,708 △78,963

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構運営費

独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655〉

4,388,081 4,725,133 337,052

<2,070,985> の内数 <2,028,559> の内数 <△42,426>
雇用勘定 技能継承・振興推進費 技能継承・振興の推進に必要な経費 4,388,081 4,725,133 337,052
雇用勘定 独立行政法人労働政策研

究・研修機構運営費
独立行政法人労働政策研究・研修機構運営
費交付金に必要な経費

<1,960,204> の内数 <1,903,123> の内数 <△57,081>

雇用勘定 独立行政法人労働政策研
究・研修機構施設整備費

独立行政法人労働政策研究・研修機構施設
整備に必要な経費

<110,781> の内数 <125,436> の内数 <14,655>

3,076,979,231 3,157,749,489 80,770,258
<287,383,004> の内数 <309,959,596> の内数 <22,576,592>

3,364,362,235 3,467,709,085 103,346,850

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、合計欄において本書きに含めている。
３．29年度予算額は、30年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．29年度予算額は、当初予算額である。

１　多様な職業能力開発の機会を確保し、生産性の向上に向けた人
材育成を強化すること

（１）　多様な職業能力開発の機会を確保すること

（２）　働く者の職業生涯を通じた持続的な職業キャリア形成への支援等を
すること

３　福祉から自立へ向けた職業キャリア形成の支援等をすること

　６　労働者の職業能力の開発及び向上を図るとともに、その能力を十分に
発揮できるような環境整備をすること

（３）　「現場力」の強化と技能の継承・振興を推進すること

１　技能継承・振興のための施策を推進すること

所　　　管　　　計


